キョウドウクミアイ ト クミアイイン ユウゲン セキニン セイド by 木原 高治 & Koji Kihara
協同組合と組合員有限責任制度
木 原 高 治*
平成 +.年 .月 +2日受付平成 +.年 1月 ,0日受理
要約 : わが国の協同組合は 経済的社会的に非常に大きな役割を果たしている しかし 法制度面から協
同組合制度をみた場合には いくつかの問題を内包している 本稿では 協同組合における法制度上の重要




キワド : 協同組合 有限責任制度 債権者保護

 はじめに問題の所在と本稿の視点
わが国には 農業協同組合法 昭和 ,,年法律 +-,号 を
はじめとして 消費生活協同組合法 昭和 ,-年法律 ,**
号 水産業協同組合法 昭和 ,-年法律 ,.,号 中小企業
等協同組合法 昭和 ,.年法律 +2+号 森林組合法 昭和
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経済的地位の向上を図ることにある 農協 +条生協 +条




したがって 会社企業が 営利主義を原則とし 利潤追
求を目的として経済活動を行うのに対して 協同組合は
組合員への直接奉仕を事業の目的とし 経済的弱者である
組合員が利用しうるための経済活動を行う 農協 2条 生
協 3条 水協 .条 中協 /条 ,項 森林 .条 いわゆる協
同目的原理が協同組合の経済活動の目的となっているので












で約 1,3*-,/2*百万円 連結で +-,.,.,.,-百万円 セブンイ
レブンを擁する大手小売店イトヨカ堂の売上高は単独
で +,.13,2,/百万円 連結で -,+*-,0*1百万円である+/ こ
れに対して ,***事業年度における日本生活協同組合連合
会 /21組合の総事業高は -,,2-,,,*百万円 そのうち第 +
位のコプこうべの総事業高は約 -+3,2,*百万円+0であ
る また +333事業年度における農業協同組合 +,0+2組合









協同組合法は協同組合を法人としている 農協 /条 農協
1,条の / 農協 1-条の / 生協 .条 水協 /条 中協 .条










責任を負わなければならない 商 2*条 +.1条 +/1条
が これは人的色彩の強いこれらの会社においては会社債
権者保護を図る上で 法が特に認めた付加的なものと解さ
れている+2 したがって 法人のもつ基本的な機能は 前
者に求めることができるのであり 商法上の会社において
後者の機能まで有するのは 株式会社と有限会社である








成 +-年に成立した 中間法人法 平成 +-年 0月 +/日
法律 .3号 平成 +.年 .月 +日施行 は 公益を目的とせ
ず かつ 営利を目的としない団体について 準則主義に






















る,* 商法上の会社はすべて社団とされるが 商 /,条 有
+条 +項合名会社と合資会社については組合規定が準用

















































れ 出資金額の多寡には関係がない 農協 +0条 +項 生協
+1条 +項 水協 ,+条 +項 中協 ++条 +項 森林 -+条 +
項協同組合ではいわば人格的平等が徹底されていると
いえる この点は 合名会社や合資会社の業務執行が 民
法上の組合の規定を準用し 社員の過半数によって決せら














法 明治 --年 法律 -.号 昭和 ,-年 +*月 +日廃止 以





で 信用組合 販売組合 購買組合 利用組合の .種があ
る 旧法 +条 +項 産業組合は 組合という名称が示すよ
うに 人的な結合によってできた団体である しかし い
わゆる民法上の組合が組合契約に基づく純粋な人的結合で
ある 民 001条 +項 のに対し 産業組合は社団法人であ
る 旧法 +条 +項 ので 団体組織の構造は大きく異なっ
ており むしろ営利性という点を除けば 商法上の会社が
社団法人である 商 /,条 /.条 +項のに類似していると
考えることができる
産業組合は組合員の責任の態様により無限責任組合




ノ責任ヲ負担 しなければならない 旧法 ,条 ,項 この
責任は 基本的には 合名会社や合資会社の無限責任社員




,条 ,項この責任は株式会社の株主の責任 商 ,**条





らない 旧法 ,条 ,項保証組合の保証金額は定款の必要
記載事項であり 旧法 3条 +項 /号ノ , 組合員原簿 旧
法 +0条ノ /第 .号 および組合員名簿にも記載しなけれ







しかし 1次改正法第 ,条第 +項但書は 有限責任組合の
















イ 農業協同組合法第 +-条第 .項 出資組合の組合
員の責任は 第十七条の規定による経費負担の外 その出
資額を限度とする
ロ 消費生活協同組合法第 +0条第 /項 組合員の責
任は その出資額を限度とする
ハ 水産業協同組合法第 +3条第 .項 出資組合の組
合員の責任は その出資額を限度とする
ニ 中小企業等協同組合法第 +*条第 /項 組合員の
責任は その出資額を限度とする
ホ 森林組合法第 ,2条第 .項 出資組合の組合員の
責任は その出資額を限度とする
協同組合の組合員の出資責任は 株式会社の株主や有限













ろにより経費の負担に応じなければならない 農協 +1条 +

























でき 農協 /,条の , 水協 /1条の , 森林 1+条 +項 財
務上は自己資本として取り扱われ 一種の出資のような機
能を有する しかし それが損失の補のような場合にの
み取り崩すことができる 農協 /,条の ,第 +項 水協 //




払い戻さなければならない 農協 /,条の ,第 ,項 水協









































しかし 協同組合は 非営利原則の下 組合員のための
直接奉仕を目的とした相互扶助的活動として運営されてい
るので 農協 +条 2条 生協 +条 3条 水協 +条 .条





である 農協 ,*条 生協 +/条 水協 ,/条 中協 +.条
森林 -/条が参加資格が厳密に法定されている 農協 +,
条 生協 +.条 水協 +2条 中協 2条 森林 ,1条 +項 の
で 株式会社に比べて閉鎖的である 商 ,*.条 +項本文
商 ,*.条 +項但書対照また協同組合の業務執行機関で
ある理事会 農協 -,条 水協 -0条 中協 -0条の , 森林
.0条の構成員である理事は少なくとも三分の二が組合員
でなければならないので 農協 -*条 +*項 水協 -.条 3
項 中協 -/条 .項-1 この点も株式会社に比べて閉鎖的
な規定として指摘できる 商 ,/.条 +項 ,項参照 昭和 +-
年改正前商法 +0.条 +項対照 計算書類の公開制度につ
いても 事務所での備置閲覧制度はあるが 農協 -0条 生
協 .*条 水協 .*条 中協 .*条 森林 /*条 商 ,2,条参
照株式会社にみられるような公告制度はない 商 ,2-条







営が可能な無限責任中間法人 中間法人法 3-条以下 同 ,
条 -号参照 を制度化している-3 一方 個別目的は異な
るものの 同じく中間法人に分類される協同組合について














もっとも 近時 このような不備を是正すべく 出資金
の充実維持の面では 株式会社の資本充実維持の原則に適
合する最低出資金制度の導入 農協 +*条ノ ,農協 +*条 +
項 ,号参照 や責任準備金制度 例えば農協 ++条ノ / 農




















を除き 商法の計算書類公開制度 商 ,2-条 -項 商特 +0
条 ,項 +3条 ,項参照 は遵守されておらず 問題を生じ














られるので 株式会社と同様の計算書類公開制度 商 ,2-


















































































合 Yが Xを含む Yの組合員に対して 魚類の協同仕入
事業により生じた損失金の処理のために特別付加金を課し
たことについて イ それがいわゆる経費 水協 30条 ,
項 ,,条 +項 に該当するか否か また 該当しない場合
に ロ組合員に対して出資額を超えて経費以外の金員の
負担を課すことが組合員有限責任の原則 水協 30条 ,項
+3条 .項 に抵触せず適法であるか否かが争点
 判旨
争点 イ に関して 水産加工業協同組合の組合員の責
任は 定款の定めるところにより 経費を負担することが
あるほか その出資額を限度とするものである
争点 ロ に関して 水産加工業協同組合の組合員の責























いうるが 組合の場合に 経費を随時 多額に徴収するこ































































協同組合は 株式会社と異なり 非営利原則のもと 組
合員への直接奉仕を目的とした相互扶助的団体活動として
運営されており 組合活動により生じた便益はすべて組合
















しかし 株主有限責任制度にみられるように それは 経
済社会において極めて有用な側面をもち 組織の運営上に
おいて欠くべからざるものであるということを否定するこ
とはできない それは 見方を変えれば 資本提供者だけ
ではなく 債権者へのリスク転嫁により組織運営を図ると
いう巧みな社会的な責任分配システムであるとみることが

























に 問題があるのである そして 協同組合についても同
様の問題があるのである























一郎 +302 +3,頁以下 大塚喜一郎 +32+ -頁を参照
, なお これらの協同組合法のほかに 信用金庫法 昭和 ,0
年法律 ,-2号労働金庫法 昭和 ,2年法律 ,,1号によっ
てそれぞれ信用金庫制度 労働金庫制度が定められている
が これらも協同組合の一種である
- かかる批判としては 田中誠二 +3.2 +.0頁 村橋時郎
+3// +,-頁 協同組合論の立場から 協同組合の組合員
は本来的に無限責任を負うとするものとして 本位田祥男
+303 0/頁










いては 植竹晃久 +32. 第 -章参照





Code de Commerce はその第 --条で全株主の有限責任
制度を承認するとともに 同法第 -0条で株式譲渡の自由を



































関しては 最低資本金制度 商 +02条ノ . 株式の額面未
満での発行の禁止 商 ,*,条 ,項 利益準備金の積立 商
,22条などがあり公示制度としては計算書類の公告制度


















がある 久保欣哉 +31- 三枝一雄 +32. 野田 博
+321 並木和夫 +321 柿崎栄治 +323 西脇敏男
+33* 関 俊彦 +33/ 吉原和志 +330 吉田 直
+330 など また 最近では 法の経済分析 economic
analisis of law の手法による有限責任制度の分析も行わ
れている 例えば 金本良嗣藤田友敬 +332
++ かかる見解として 関俊彦 +33/ 吉原和志 +330
+, イギリスでは +2,*年代にオエン R. OWENのニュ
ハモニ協同村の実験 +2..年のロッチデル
Rochdale公正先駆者組合による消費協同組合があるフ
ランスでは +2-*年代にフリエ C. FOURIER サンシモ
ン Saint-SIMON などの影響を受けた労働者生産組合が見
られるた また ドイツでは +2.*年代に小生産者による
信用協同組合が設立された わが国では 二宮尊徳の五常
講 大原幽学の先祖株組合が江戸末期にあった





YAHOO FINANCE (http : //proﬁle.yahoo.co.jp より各
社を検索して調べた
+0 日本生活協同組合連合会ホムペジ http : //co-op.or.
jp より引用
+1 農業協同組合新聞ホムペジ 日本の協同組合の現状
http : //www.lacom.or.jp/news*+/ja.html より引用
+2 上柳克郎ほか編 +32/ 0*頁 竹内昭夫執筆
+3 相澤 哲内野宗輝編 ,**, +/+0頁参照
,* 鈴木竹雄竹内昭夫 +33- 23頁
,+ 村橋時郎 +3/- +**頁
,, 大塚喜一郎 +302 -*2-*3頁









,. 産業組合の責任形態については 阿部信彦編著 ,*** +,
+-頁 関 英昭 ,**+a +,0+,1頁参照 なお 阿部信彦
編著 ,*** +.頁の表 ,には 戦前における産業組合の責
任形態別組織の比率が示されているが 責任形態が無限責
任から有限責任にシフトし さらに保証責任にシフトした
過程が読みとれる具体的に紹介すれば +3+* 明治 .-年
には 1,-*2組合のうち有限責任 /1./ 無限責任 .*.,
保証責任 ,.- +3,/ 大正 .年には +.,/+1組合のうち有
限責任 2/.- 無限責任 +,.3 保証責任 +.2 +3.* 昭
和 +/ 年には +/,+*+組合のうち有限責任 ..2 無限責任
..3 保証責任 3*.-となっている
,/ 平田東助 +3** 近藤康男編 +311 再収
,0 有限責任中間法人においても経費制度が導入されている
中間法人法 ,-条
,1 上柳克郎 +30* +-2頁
,2 田中誠二 +3.2 +.1頁 水産庁協同組合課編 +33/ +/.
頁








,0/頁 また 水産業協同組合法については 自主的な組
織運営をするために定款自治に委ねているとしている 水
産庁協同組合課編 +33/ +/.+//頁
-+ 有限責任の根拠としては 西脇敏男教授の整理 西脇敏男
+33*によれば 所有と経営の分離にその論拠を求め
る説 田中耕太郎 松田二郎 企業の有益性と企業維持
にその根拠を求める説 田中誠二 資本集中のためにそ
の論拠を求める説 河本一郎 株主と会社債権者間の危
険分担を 社会化 にその論拠を求める説 江頭憲治郎
資本の集中と 支配力の喪失に求める説 西脇敏男木

























-, 農林省農政課編 +3.2 2*頁 上柳克郎 +30* .1頁 水















+2//年の有限責任法 Limited Liability Act により資本
充実と会社内容の公開の下に認められた 大隅健一郎
+321 2+2,頁 GOWER L.C.B +33, p./ しかし かか
る立法に対しては 会社債権者の最善の保護は株主の完全
な責任の原則の維持にあるとして 批判的な声があったと




き農業協同組合法第 +*条の ,は 最低出資額をそれぞれ +
億円以上 +*億円以上と定めている また 漁業協同組合
につき水産業協同組合法第 ++条の ,は 最低出資額を原則












-1 但し 消費生活協同組合法は 原則として理事の全員を組
合員もしくは会員から選任する 同法 ,2条 +項 が 特別
な場合は理事のうち五分の一以内を外部者から選任できる
同法 ,2条 ,項 森林組合法は 理事の五分の三以上が組
合員でなくてはならない 同法 ..条 +項










設けていない 相澤 哲内野宗輝 ,**, ,-頁






協同組合法についても同じである 水協 ++条ノ , +/条ノ
.
., 松崎良助教授は 決算関係書類 監査報告書の閲覧謄写
が組合員と組合債権者に限られることについて これを妥





開に関しては瀬津 孝高田 理 ,*** 2-頁以下を参照







.. かかる制度の評価については 関 英昭 ,**+a +,3頁を
参照






これを妨げないのである とされる 田中誠二 +33- +,1
頁 また 大塚市助教授は 出資義務の加重は資本充実を
害せず 却って債権者に有利であるから 全株主の同意が
あればこれらは許されることについては 学説判例上異論
がない とされる 大塚市助 +3/0 所収 .0+頁




















植竹晃久 +32.	 企業形態論	 資本集中組織の研究	 中央経済
社	
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上柳克郎ほか編 +32/	 新版注釈会社法 +	 有斐閣	
大島国雄 +310	 企業形態論	 同文館	
大隅健一郎 +321	 新版株式会社法変遷論	 有斐閣	
大塚市助 +3/0	 株主の出資義務	 田中耕太郎編 株式会社法講
座第 ,巻	 有斐閣 所収	
大塚喜一郎 +302	 協同組合法の研究 増訂版	 有斐閣	
大塚喜一郎 +32+	 判例協同組合法	 商事法務研究会	
大塚久雄 +303	 株式会社発生史論 大塚久雄著作集第 +巻	 岩
波書店	
岡村正人 +3/2	 全訂株式会社金融の研究	 有斐閣	
柿崎栄治 +323	 閉鎖的小規模株式会社の有限責任の論理と政策
その構造的特質から	 山形大学紀要 社会科学 +3
,	
金本良嗣藤田友敬 +332	株主の有限責任と債権者保護	 三輪
神田柳川編 会社法の経済学	 東京大学出版会 所収	










水産庁協同組合課編 +33/ 最新水産業協同組合法の解説 水産
社
鈴木竹雄竹内昭夫 +33- 会社法 第 -版 有斐閣
関 俊彦 +33/ 株主有限責任制度の未来像 商事法務 +.*,号
関 英昭 ,**+a産業組合法制定 +**年戦後協同組合の歴史的
総括 協同組合研究 ,* -
関 英昭 ,**+b 法人構成員の責任について 泉田英一関
英昭藤田勝利編集 現代企業法の新展開 小島康裕教授退
官記念 信山社 所収
瀬津 孝高田 理 協同組合における情報開示 山本 修ほ
か編著 ,*** 所収








心として 法学研究 0* +,
西脇敏男 +33* 有限責任制度の論拠 商法有限会社法改正
試案 を契機として 法学新報 30 -. 合併号
農林省農政課編 +3.2農業協同組合法の解説日本経済新聞社
農林水産省経済局農業協同組合課編 +332 平成 2事業年度総合
農協統計表 財団法人農林統計協会
野田 博 +321 有限責任原則と親子会社関係 一橋論叢 32
.
馬場克三 +312 株式会社金融論 森山書店
平田東助 +3** 産業組合法要義 近藤康男編 明治大正農政経
済名著集 農山村文化協会 +311 再収
本位田祥男 +303 協同組合総論 日本評論社
松崎 良 ,*** 農協における監査法その立法論上の課題を中
心として JA金融法務 -.,号
村橋時郎 +3/- 協同組合法論 千倉書房
村橋時郎 +3// 協同組合法の理論と実務 千倉書房
村橋時郎 +300 協同組合法の研究 酒井書店
守屋俊晴 ,**+ 農協再生とコ	ポレ	トガヴァナンス 農林
統計協会
山本 修ほか編著 ,*** 協同組合のコ	ポレ	トガバナン
ス 家の光協会
吉田 直 +330 株主有限責任原則の根拠に関する学説の系譜
青山法学 -1 -. 合併号
吉原和志 +330 株主有限責任の原則 法学教室 +3.号
GOWER L.C.B. ,+33,. Principles of Modern Company Law (.th
ed.), Sweet & Maxwell.
Prentice, Dan, +332. 
Corporate Personality, Limited Liability
and the Protection of Creditorrs”, (in Ross Grantham &
Charles Rickett (ed), Corporate Personality in the ,*th Cen-
tury, Hart Publishing).
Co-operative and the Limited Liability System
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Summary : Co-operatives are very important as economic and social entities in Japan. However, they
have a number problems in aspects of law and the legal side. In this study the author has taken up
the limited liability system of co-partners in co-operatives as one major problem, and has descried it
in relation to the protection of co-operatives creditors. The Co-operatives Laws have provided a
limited liability system which is the same as the Commercial Code of Japan. However, the Co-
operatives Laws can not adequately protect the co-operative’s creditors in comparison with the
Commercial Code of Japan. The protection system of the co-operative’s creditors is very important to
maintain the limited liability system. If we approve the limited liability system in the co-operatives,
we require a more comprehensive protection system of creditors to the co-operatives than the present
system.
Key Words : Co-operative, limited liability system, protection of co-operative’s creditors.
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